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研究成果の概要（和文）：近年，毎年のような豪雨によって河川の堤防を超える洪水が頻発化し，甚大な被害が
発生している．今後の気候変動によりさらに甚大な被害が予想されることを見据え，本研究では，特に甚大な経
済的損失が予想される関東・中部・関西圏の主要都市を含む荒川流域，庄内川流域および淀川流域を対象に洪水
流と洪水被害金額をコンピュータシミュレーションするプログラムを構築した．特に，淀川では流域面積が大き
さことを考慮して，降雨の空間的な分布を考慮して豪雨の発生頻度を設定するモデルを構築し，庄内川では下水
氾濫の頻度が高い名古屋市の下水道モデルを構築するなど，各流域の特性を反映した洪水被害算定モデルを構築
した．

研究成果の概要（英文）：In recent years, Japan has experienced devastating flooding almost every 
year, which will further increase in a changing climate. This project developed a 
flood-inundation-damage model in three river basins Ara, Shonai and Yodo River basins having a mega 
city of Tokyo, Nagoya and Osaka, respectively. In particular, the model for the Yodo River basin 
with the large basin size considered dependence between heavy rainfall and its spatial distribution;
 the one for the Shonai River basin with lowland prone to high pluvial flood risk considered sewage 
pipe flow and its overflow. The developed system would be beneficial for extreme flood risk 
assessment including climate change conditions.

研究分野： 水工学，水文学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今後，南海トラフと同様に大型台風による複数都市の氾濫リスク評価へのニーズがさらに高まることが予想され
る．本研究で構築したモデルは，最新の気候変動予測データを活用して大都市圏の洪水氾濫リスクを評価する手
法として活用が期待される．大都市圏の洪水氾濫リスクモデルは，従来の河川整備による治水だけでなく自然災
害保険を含めたリスクファイナンスによる洪水リスク管理に向けた基礎資料を提供することが期待できる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 気候変動により治水施設の設計値を超える洪水がより高頻度で発生することが指摘されてい
る 1)．総合的な水害リスク管理を実現するには，治水施設整備や都市計画，経済リスク分散策と
いった複数の対策を統一的に評価する必要がある．研究代表者らは，これらを統一的に評価する
指標として外水氾濫による浸水被害金額の確率分布を表す水害リスクカーブ作成手法を開発し
てきた．作成したリスクカーブから算定した被災頻度が過去の統計資料と整合することを明ら
かにし 2)，流域内の外水氾濫に対する合理的なリスク評価手法の開発に成功した．さらに，リス
クカーブの低減からダム建設による治水経済効果を評価した 4)． 
 一方，治水整備が進んだ都市部では上記対策の実施が難しく，経済的リスク分散策（例えば損
害保険や証券等）によって複数の流域で貯蓄した資金から被害を補てんする対策が重要となる．
ただし，主要な経済圏である三大都市（東京 23 区，名古屋市，大阪市）で同時に被害が発生す
ると補填額が大きくなり対策を持続することができない．そこで，経済的リスク分散策の実現可
能性を評価するには，三大都市圏の同時被災リスクをどのように定量化するのかということが
問いになる．地震災害に対しては，地震発生モデルを用いて地震保険のリスク分散効果が評価さ
れてきた 4)．一方，台風や前線による複数の流域での豪雨の発生は，既往手法による確率的なモ
デル化が困難である 5)．そこで本研究は，上記の問いに答えるため申請者らのリスクカーブ作成
手法の拡張により複数の流域の同時豪雨発生の確率モデルを開発する．また，治水施設の評価と
は異なり，経済的なリスク分散策では下水管等からの雨水（内水）の氾濫と外水氾濫を区別しな
いため，多数の豪雨シナリオ下で内外水氾濫を一体的に計算できる安定かつ高速な数値モデル
を併せて開発する． 
 
２．研究の目的 
 都市における経済的なリスク分散策の導入可能性を評価するため，東京 23 区，名古屋市，大
阪市を含む荒川・庄内川・淀川流域の内外水氾濫による同時水害リスクを評価することを目的と
する． 
 
３．研究の方法 

 
1） 対象流域群における洪水氾濫モデルの開発と検証 

 運動波式による下水排水過程を既開発の外水氾濫モデルに組み込んで（図 3）一体型モデ
ルを開発する．各格子点で与える最大浸透能以下の降雨強度の雨水の河川までの排水を，数
値標高データの低標高の方向に沿って運動波式で計算する．浸透能を超えた雨水の内水氾
濫流は，河川からの越水による外水氾濫流とともに平面 2 次元解析により計算する．ポン
プの排水能力はデータから組み込み，複雑な管路網による流れの遅れの空間的ばらつきは
運動波式の粗度係数を空間分布させて表現する．粗度係数を空間分布させると調整するパ
ラメータ数が膨大となるが，大域的パラメータ探索法である SCE-UA6)を用いることで同定を
実現する．過去十数年以内に内水氾濫事例が複数回発生している名古屋市を対象に，1事例
で粗度係数を同定し，他の氾濫事例に対してモデルの再現性を検証する． 
 

2） 3 流域の同時豪雨発生確率の推定 
 同時豪雨発生確率の推定には 2通りのアプローチがある．1つは閾値超過分布を基礎とし
た確率モデルを構築する方法であり，もう 1 つは気候モデルによる気候シミュレーション
結果を活用して同時に豪雨が発生したサンプルを抽出する方法である．近年，気候モデルの
アンサンブル数が増加してきており，後者のアプローチが有効となってきている．本研究で
は，気候シミュレーション結果を用いつつ，得られたデータに閾値超過分布を当てはめるこ
とで豪雨発生モデルを構築する 
 

 
４．研究成果 
 
1） 対象流域の洪水氾濫モデルを構築した．荒川では既往研究で開発した降雨流出モデルの再

現性を確認し，それを活用した．庄内川では内水氾濫が多く発生することから，内水外水氾
濫一体型モデルを構築し，過去に最も甚大な被害をもたらした東海豪雨事例を対象に構築
したモデルを検証した．最大浸水深分布の計算値と浸水範囲図を図‐1に示す．浸水範囲の
計算結果は実績浸水範囲をおおむね再現している様子がわかる．また，河川水位についても
観測値の時系列を良く再現することを確認した．同事例による洪水被害額の計算値と報告
結果を表‐1に示す．両者のオーダーがおおむね整合することを確認することができた．淀
川では，既往研究において下流の大阪市街地よりも中流域の京都市周辺域の方がリスクが
高いことがわかっており，本研究でも同地域を対象とした．対象地域で重要となる一級河川



の鴨川を河道計算モデルを構築した．同地域で大きな洪水をもたらした平成 25 年台風 18
号事例を対象に，計算水位と観測水位を比較し，モデルを検証した． 
 

2） 淀川流域を対象に，気候予測モデルによる降水量データと閾値超過分布に基づく豪雨発生
確率モデルを組み合わせ，１）で構築した洪水氾濫モデルに入力して現在および将来の洪水
被害金額の確率分布（リスクカーブ）を算定した（図‐2）．気候予測モデルのアンサンブル
を活用することにより，アンサンブルリスクカーブを算出することができた．また，庄内川
流域では気候予測データを１）で構築した洪水氾濫モデルに入力して内水外水氾濫による
リスクカーブを作成した（図‐3）．両者のリスクカーブを分けて表示することにより，要因
別のリスクの違いを定量化し，大都市圏の洪水リスク評価における下水道からの氾濫の重
要性を定量的に示すことができた． 
 
 以上により，大都市圏での広域的な洪水氾濫リスクをリスクカーブとして定量的に評価
する枠組みを構築することができた． 
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表‐1：東海豪雨による被害 

 被災従業員数
（千人） 

事業所被害額
（億円） 

報告値 355 2740 

計算値 317 3300 

図－1: 東海豪雨による（左）実績浸水範囲

（右）最大浸水深の計算値 

 

  

図‐2: 淀川流域の洪水被害金額（横軸）の年間

超過確率（単位は 10 億円） 

図‐3: 庄内川流域の内水（白丸），外水

（黒丸）氾濫による被害金額（横軸）の

年間超過確率（単位は 10 億円） 
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